
J-POWERグループは、これまでに培ってきた知見と技術力を活かして海外でも新たなビジネスに取り組んで
います。低炭素社会の実現に向けて、世界の持続可能な発展に貢献してまいります。
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グローバルな事業展開

営業運転中
建設中

発電事業

1ヵ国 1件

発電事業

4ヵ国／地域 18件

発電事業

1ヵ国 10件

海外発電事業実績（営業運転中）

6ヵ国／地域 29件

海外コンサルティング事業実績 

63ヵ国／地域 318件（累計）

海外事業展開
（2011年 6月 30日現在）

1990年代後半から、自らの資本や技術を
投入して発電事業に参画する「海外発電事
業」に取り組んでいます。現在、タイ・米
国・中国を中心とする7つの国・地域で、
グループ全体の設備出力の約2割に相当
する367万kW（持分出力ベース）の発電
設備が稼働中です。
　さらにタイでは大規模な IPP*2件を含む
9件の新規発電プロジェクトを進めると同
時に、インドネシアでは海外において当社

* Independent Power Producer：独立系発電事業者

海外発電事業
初の高効率石炭火力案件の開発を進め、ア
ジア市場における有力な発電事業者として
のポジションを確立しています。
　今後は、国内事業で培った石炭火力発電
の技術と知見を活かし、発展著しいアジア
地域を中心にさらなる事業拡大を目指し、
海外発電事業を国内事業と並ぶ当社事業の
柱とすべく、取り組みを強化していきます。

海外コンサルティング事業
海外において、電源開発や環境保全のため
の技術協力に関する「海外コンサルティン
グ事業」を1960年代より開始し、その実績
は、63の国・地域で累計333件に達して
います。

ヨーロッパ
海外発電事業
 営業運転中
 1ヵ国 2万kW
コンサルティング事業
 14ヵ国 20件

中近東・アフリカ
コンサルティング事業
 15ヵ国 42件

アジア
海外発電事業
 営業運転中
 5ヵ国／地域 221万kW
 建設中・計画中
 3ヵ国 460万kW
コンサルティング事業
 20ヵ国／地域 224件

北米
海外発電事業
 営業運転中
 1ヵ国 143万kW
コンサルティング事業
 1ヵ国 1件

中南米
コンサルティング事業
 13ヵ国 46件

カエンコイ2発電所（タイ）

（2012年3月末現在）海外発電事業実績
● 営業運転中 7ヵ国／地域 29件 持分出力367万kW
● 建設中・計画中 3ヵ国 11件 持分出力460万kW

海外コンサルティング事業実績
63ヵ国／地域 333件

海外事業

2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3

販売電力量 （百万kWh）

卸電気事業（個別） 60,786 57,532 55,760 64,353 64,074      

水力 8,287 8,384 9,214 10,267 10,318

出水率 85% 88% 96% 106% 115%

火力 52,499 49,147 46,546 54,086 53,756 

利用率 81% 76% 68% 78% 77%

その他の電気事業 1,682 1,616 1,477 1,462 2,010

計 62,469 59,148 57,238 65,815 66,084

損益計算書関連 （百万円） （千米ドル）*5

営業収益（売上高） ¥   587,780 ¥   704,936 ¥   584,484 ¥   635,975 ¥   654,600 $  7,964,475

営業利益 50,724 57,108 48,939 70,588 49,800 605,914

経常利益 42,873 39,599 41,694 56,322 36,619 445,552

当期純利益 29,311 19,457 29,149 19,583 16,113 196,056

貸借対照表関連 （百万円） （千米ドル）*5

総資産 ¥2,013,131 ¥2,005,469 ¥2,024,080 ¥2,012,386 ¥2,016,394 $24,533,336

固定資産仮勘定 327,429 321,889 309,740 301,676 380,425 4,628,607

自己資本 *1 466,383 380,128 412,677 415,762 407,384 4,956,616

有利子負債 1,423,878 1,470,748 1,452,515 1,429,037 1,435,736 17,468,508

キャッシュ・フロー関連 （百万円） （千米ドル）*5

営業キャッシュ・フロー ¥   136,252 ¥   158,628 ¥   169,148 ¥   151,236 ¥   125,891 $  1,531,712

投資キャッシュ・フロー (152,518) (132,350) (129,504) (124,675) (136,852) (1,665,069)

フリー・キャッシュ・フロー (16,265) 26,278 39,643 26,560 (10,960) (133,356)

減価償却費（個別） 109,739 109,741 115,585 106,080 100,423 1,221,841

設備投資（個別）*2 (122,874) (150,228) (97,908) (73,796) (68,493) (833,353)

財務指標
ROA*3 2.1% 2.0% 2.1% 2.8% 1.8% ̶
ROE*4 6.3% 4.6% 7.4% 4.7% 3.9% ̶

（円） （米ドル）*5

1株当たり当期純利益（EPS） ¥  175.99 ¥  121.65 ¥  194.26 ¥  130.51 ¥  107.39 $  1.30

1株当たり純資産（BPS） 2,800.18 2,533.28 2,750.20 2,770.77 2,714.94 33.03

自己資本比率 23.2% 19.0% 20.4% 20.7% 20.2% ̶
D/Eレシオ 3.1 3.9 3.5 3.4 3.5 ̶

配当 （円） （米ドル）*5

1株当たり配当 ¥70 ¥70 ¥70 ¥70 ¥70 $0.85

配当性向 39.8% 57.5% 36.0% 53.6% 65.2% ̶
（千株）

期末発行済株式数（自己株式除く） 166,554 150,054 150,053 150,053 150,053 ̶
*1 自己資本： 純資産合計－少数株主持分
*2 設備投資（個別）： 有形固定資産および無形固定資産の増加額
*3 ROA： 経常利益÷期中平均総資産
*4 ROE： 当期純利益÷期中平均自己資本
*5 米ドルの表示は、2012年3月30日の直物為替レート（電信売買相場仲値）である1米ドル＝82.19円で換算しています。

（3月31日に終了した会計年度）
連結業績ハイライト
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(注） 石油等にはLPG、その他ガスおよび瀝青質混合物を含む（受電含む）
 発電電力量は10電力会社の合計値（受電含む）

出所： 「電源開発の概要」（資源エネルギー庁）

※ 東日本大震災以降、今後のあるべき電力システムの具体的な制度設計を行うことが喫緊の課題であるとして、2012年2月に経済産業省総合エネルギー調査会総合部会の下に
「電力システム改革専門委員会」が設置され、小売全面自由化を含む電力システムについての専門的な検討が進められています（2012年9月現在）。

日本の電気事業は、伝統的な垂直統合型の「一般電気事業者」、一般電気事業者へ電気を供給する当社を含む
「卸電気事業者」と「卸供給事業者」、そして新たに小売部門に参入した「特定規模電気事業者」等から成り立っ
ています。
　このうち、卸供給事業者、特定規模電気事業者は、電気事業制度の自由化の流れの中で、1995年以降、電気
事業法の改正により制度化された事業者で、電力会社以外の事業者が電力会社への卸供給や電力小売に参入
できるようになりました。また、2005年からは日本卸電力取引所 (JEPX)での電力取引も開始されました。

日本の電力供給システム

かつては水力発電が主流でしたが、やがて豊富で安価な石油を
使った火力発電へと移行。オイルショック以降、石炭や天然ガ
ス、原子力等の開発が進み、電源の多様化が図られています。

中立機関
（電力系統
利用協議会）

発 電

送 電

配 電

規制（非自由化）対象の需要家
(電灯・低圧：家庭、小規模工場等 )

非規制（自由化）対象の需要家
(高圧・特別高圧：大・中規模工場、オフィスビル、デパート等 )

卸電力取引所
（日本卸電力取引所）

卸供給事業者
(IPP)

卸電気事業者
(J-POWER等 )

特定規模
電気事業者
（PPS）

電力供給システムの概要

電源別の発電電力量の推移

一般電気事業者
（10社 )
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電力自由化の流れ

● 競争環境整備を優先
● 5年後を目途に小売自由化の
 範囲拡大の是非を再検討

2008
● 小売自由化の範囲拡大
（販売電力量の60%）
● 日本卸電力取引所
 取引開始

2005
● 小売自由化の範囲拡大
（販売電力量で約40%）

2004
● 電力小売の部分自由化
（販売電力量で約30%）

2000
● 卸入札制度の導入

1995

Phase 1 Phase 2 Phase 3 Phase 4 Phase 5




